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－ １ － 

 本仕様書は、知多市民体育館（以下「体育館」という。）、知多運動公園及びつつじが

丘公園（以下「都市公園施設」という。）で指定管理者が行う業務の内容及びその範囲に

関して、知多市（以下「市」という。）及び知多市教育委員会（以下「委員会」とい

う。）が必要な仕様を定めるものとする。 

 

Ⅰ 知多市民体育館 

１ 施設の概要 

知多市民体育館 

所在地 知多市緑町５番地 

規模 建築面積 ６，５７０．６０㎡ 

延床面積 ８，３６２．５１㎡ 

構造 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 ３階建 

主要施設 主競技場     １，７７６㎡（４８×３７ｍ） 

         バドミントン  １０面 

         バレーボール   ３面 

         バスケットボール ２面 

         ハンドボール   １面 

         観覧席    ７８６席 

卓球・剣道場   ３７８㎡（１４×２７ｍ） 

柔道場      ３３６㎡（１４×２４ｍ） 

大会議室     ２５２㎡（１４×１８ｍ） 

         １９０人程度 

多目的室１    ３２７㎡ ※増築分１３１㎡ 

多目的室２    ５５㎡（１１×５ｍ） 

更衣室（シャワー室含む） 

知多市民体育館弓道場 

所在地 知多市緑町５番地 

規模 建築面積 ２５５．８０㎡（射場＋的場） 
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延床面積 ２３７．０８㎡（射場＋的場） 

構造 鉄骨造 １階建 

主要施設 弓道場（５人立） 

  指定管理者が管理する区域は、別添「知多市民体育館業務仕様書（詳細）」による。 

２ 管理運営体制 

  本事業を円滑かつ適切に遂行することが可能な維持管理・運営体制を構築するため、

次に示す以上の人員配置とすること。 

 (1) 責任者関係（すべて正規職員とする。） 

ア 体育館責任者   

１人（都市公園施設の責任者との兼務可） 

イ 体育館副責任者  

１人（体育館責任者及び公園の副責任者との兼務不可） 

 (2) 職員配置 

   本仕様書に掲げる業務に支障のないように職員を配置し、管理運営にあたること。 

 ※参考人数 

  ア 午前及び午後の区分  原則正規職員１人を含む３人以上 

  イ 夜間の区分      ２人 

 (3) 施設管理に必要な資格 

  ア 防火管理者 甲種 

  イ スポーツ施設管理士（（公財）日本スポーツ施設協会） 

  ※イについては、体育館責任者または体育館副責任者いずれかが資格を有しているこ

と。 

３ 施設の管理運営 

(1) 休館日及び開館時間 

 ア 休館日 

(ｱ) 月曜日（月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日（以下「休日」という。）の場合は、その翌日以後の最も早い休日で

ない日） 

(ｲ) １２月２８日から翌年の１月４日までの日 



－ ３ － 

イ 開館時間 

午前９時から午後９時まで 

  ウ その他 

    特別の理由があると認めたときは、あらかじめ委員会の承認を得て、休館又は利

用時間の変更をすることができる。 

(2) 施設及び附属設備の維持管理に関する業務 

  指定管理者は、施設及び設備の機能と環境を維持し、サービス提供が常に円滑に行

われるように努めるとともに、別に定める「知多市民体育館業務仕様書（詳細）」に

基づき、施設及び付属設備の維持管理に必要な業務を実施しなければならない。 

(3) 施設の利用の許可に関する業務 

施設利用の許可を受けようとする者の申請を受け付け、利用許可書を交付するこ

と。また、予約に必要となる利用者登録手続きも行うこと。 

許可に際しては、利用目的が施設の目的に沿ったものであることを確認するととも

に、平等な利用を図らなければならない。 

また、営利事業に関する判断については、「知多市公の施設の使用に係る営利事業

判断基準について」に基づき、指定管理者が判断すること。 

(4) 利用料金に関する業務 

  利用料金の額は、「知多市民体育館の設置及び管理に関する条例」で規定する額の

範囲内で、指定管理者が市の承認を得て定めるものとする。また、利用料金は原則許

可と同時に徴収すること。 

(5) 生涯スポーツの推進に関する業務 

 ア 物品の貸出業務及び管理 

   スポーツ物品及び指定管理者が管理する物品の貸出業務及び管理を行うこと。 

 イ スポーツ教室、スポーツプログラム事業（自主事業） 

   エアロビクス、ヨガなどのスポーツ教室、体育館の設備、機能を最大限に発揮し

て、魅力あるスポーツプログラム事業を提供すること。なお、教室参加費等は委員

会と協議のうえ設定することとする。 

 ウ 体力つくり教室（指定事業） 

現在実施されている次の教室と同等以上のものを必ず実施すること。 
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体力つくり教室 

教室回数 １期１２回を３期 

対象 原則１６歳から７０歳まで 

（７１歳以上は健康状態等をもとに要相談） 

定員 ５０人程度 

内容 １期：エアロビクス、ヨガ、太極拳等の軽スポーツを中心に初心

者でも楽しく体力つくりに取り組めるもの。 

２期及び３期：ボクササイズ、ヒップホップダンス等の比較的活

発な運動を中心に体力つくりに取り組めるもの。 

参加料 １期あたり３，０００円 

（それぞれの期ごとに参加者を募集） 

(6) 利用者サービスに関する業務 

 ア 物品の販売及び飲食の提供事業（自主事業） 

   指定管理者は、行政財産目的外使用許可申請により、利用者の利便を図るため、

体育館内及び管理区域内の適切な区画において、物品の販売（以下「物販」とい

う。）及び飲食の提供に要する機能（以下「飲食機能」という。）等の設置運営を

行うことができる。内容及び位置等については事前に市と協議を行い、承認を得る

こと。なお、指定管理者からの申請とは別に市が許可した事業者が、管理区域内で

物販又は飲食機能の設置運営を行う場合がある。 

イ 利用促進・サービス向上事業（自主事業） 

指定管理者は、施設の利用促進、利便性向上及びにぎわいづくりを考慮した事業

を提案し、委員会の承認を得て積極的に実施すること。なお、事業実施前に委員会

と協議することとする。 

ウ レクリエーションスポーツの場の提供 

公共施設としてレクリエーションスポーツの場を広く提供するために、火曜日、

水曜日及び金曜日の主競技場の夜間の区分は一般開放とし、原則専用利用を受け付

けないこと。 

ただし、利用者のニーズ等に基づき、委員会の承認を得て、これを変更すること
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ができる。 

  エ 事前打合せ及び利用方法等の説明 

    利用者から事前打合せ及び利用方法等の説明を求められた場合は応じること。 

  オ 利用者への対応 

    利用者本位の運営を行い、各種問合せへの対応、負傷者及び急病人の対応を含

め、親切丁寧な対応を心がけ、常にサービスの向上に努めること。 

    また、要望や苦情、トラブルについては、原則指定管理者の責任で迅速かつ適切

に処理するとともに、必要に応じて委員会に報告すること。 

カ 情報の提供 

市及び委員会の事業及び他の自治体、公共的団体又はスポーツ団体から依頼のあ

った事業のポスター及びチラシ等の施設内における掲示に協力すること。 

４ 法令等の遵守 

  体育館の管理運営にあたっては、本仕様書のほか、次の関連法令等に基づき、適正な

管理を行わなければならない。 

 (1) 地方自治法及び同施行令 

 (2) 労働基準法 

 (3) 労働安全衛生法 

 (4) 知多市民体育館の設置及び管理に関する条例及び同施行規則 

 (5) 知多市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

 (6) 知多市長の所管する公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する規則 

 (7) 知多市教育委員会の所管する公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する規則 

 (8) 知多市情報公開条例 

 (9) 知多市個人情報保護法施行条例 

  (10) その他の関係法令等  
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Ⅱ 知多運動公園 

１ 施設の概要 

知多運動公園 

所在地 知多市緑町８番地 

面積 ７７，３４１㎡ 

公園種別 都市公園（運動公園） 

主要施設 庭球場      １０，７１０㎡（６３×１７０ｍ） 

         人工芝オムニコート６面（Ａ～Ｆ） 

陸上競技場    ３２，７６０㎡ 

         日本陸上競技連盟第２種公認（５年間） 

野球場      ２８，４６７㎡ 

         軟式野球専用球場 

遊歩道       

  指定管理者が管理する区域は、別添「知多運動公園業務仕様書（詳細）」による。 

２ 管理運営体制 

  本事業を円滑かつ適切に遂行することが可能な維持管理・運営体制を構築するため、

次に示す以上の人員配置とすること。 

 (1) 責任者関係（すべて正規職員とする。） 

ア 知多運動公園責任者   

１人（体育館の責任者との兼務可） 

イ 知多運動公園副責任者  

１人（知多運動公園責任者及び体育館の副責任者との兼務不可） 

 (2) 職員配置 

本仕様書に掲げる業務に支障のないように職員を配置し、管理運営に当たるものと

すること。 

 (3) 施設管理に必要な資格 

   防火管理者 甲種 

 (4) 施設管理に保持することが望ましい資格 
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   公園管理運営士（（一社）日本公園緑地協会） 

   ※知多運動公園責任者または知多運動公園副責任者いずれかが資格を保持すること

が望ましい。 

３ 施設の管理運営 

(1) 有料公園施設（庭球場、陸上競技場及び野球場）の休業日及び利用時間 

 ア 休業日 

(ｱ) 月曜日（月曜日が「休日」の場合は、その翌日以後の最も早い休日でない日） 

(ｲ) １２月２８日から翌年の１月４日までの日 

イ 利用時間 

(ｱ) 庭球場   午前７時～午後９時（４月１日～１０月３１日） 

        午前７時～午後５時（１１月１日～３月３１日） 

(ｲ) 陸上競技場 午前７時～午後７時（４月１日～９月３０日） 

        午前７時～午後５時（１０月１日～３月３１日） 

(ｳ) 野球場   午前７時～午後９時（４月１日～１０月３１日） 

        午前７時～午後５時（１１月１日～３月３１日） 

庭球場及び野球場で夜間照明設備が利用できる期間は、４月１日～１０月３１日

までとする。 

  ウ その他 

    特別の理由があると認めたときは、あらかじめ市の承認を得て、休業日及び利用

時間を変更することができる。また、有料公園施設以外の公園部分については、２

４時間利用可能とする。 

(2) 施設及び附属設備の維持管理に関する業務 

  指定管理者は施設及び設備の機能と環境を維持し、サービス提供が常に円滑に行わ

れるように努めるとともに、別添「知多運動公園業務仕様書（詳細）」に基づき、施

設及び付属設備の維持管理に必要な業務を実施しなければならない。 

(3) 施設の利用の許可に関する業務 

施設利用の許可を受けようとする者の申請を受け付け、利用許可書を交付するこ

と。また、予約に必要となる利用者登録手続きも行うこと。 

許可に際しては、利用目的が施設の目的に沿ったものであることを確認するととも
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に、平等な利用を図らなければならない。 

また、営利事業に関する判断については、「知多市公の施設の使用に係る営利事業

判断基準について」に基づき、指定管理者が判断すること。 

(4) 利用料金に関する業務 

  利用料金の額は、「知多市都市公園条例」で規定する額の範囲内で、指定管理者が

市の承認を得て定めるものとする。また、利用料金は原則許可と同時に徴収する。 

(5) 生涯スポーツの推進に関する業務 

 ア 物品の貸出業務及び管理 

   スポーツ物品及び指定管理者が管理する物品の貸出業務及び管理を行うこと。 

 イ スポーツ教室、スポーツプログラム事業（自主事業） 

   テニスや陸上競技などのスポーツ教室、各施設の設備、機能を最大限に発揮し

て、魅力あるスポーツプログラム事業を提供すること。なお、教室参加費等は市と

協議のうえ設定することとする。 

(6) 利用者サービスに関する業務 

 ア 物品の販売及び飲食の提供事業（自主事業） 

指定管理者は、利用者の利便を図るため、公園内の適切な区画において、物販及

び飲食機能等の設置運営を行うことができる。内容及び位置等については事前に市

と協議を行い、承認を得ること。 

イ 利用促進・サービス向上事業（自主事業） 

指定管理者は、施設の利用促進、利便性向上及びにぎわいづくりを考慮した事業

を提案し、市の承認を得て積極的に実施すること。なお、事業実施前に市と協議す

ることとする。 

  ウ 事前打合せ及び利用方法等の説明 

    利用者から事前打合せ及び利用方法等の説明を求められた場合は応じること。 

  エ 利用者への対応 

    利用者本位の運営を行い、各種問合せへの対応、負傷者及び急病人の対応を含

め、親切丁寧な対応を心がけ、常にサービスの向上に努めること。 

    また、要望や苦情、トラブルについては、原則指定管理者の責任で迅速かつ適切

に処理するとともに、必要に応じて市に報告すること。 
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オ 情報の提供 

市及び委員会の事業及び他の自治体、公共的団体又はスポーツ団体から依頼のあ

った事業のポスター及びチラシ等の施設内における掲示に協力すること。 

４ 法令等の遵守 

  公園の管理運営にあたっては、本仕様書のほか、次の関連法令等に基づき、適正な管

理を行わなければならない。 

 (1) 地方自治法及び同施行令 

 (2) 労働基準法 

 (3) 労働安全衛生法 

 (4) 都市公園法、同施行令及び同施行規則 

 (5) 知多市都市公園条例及び同施行規則 

 (6) 知多市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

 (7) 知多市長の所管する公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する規則 

 (8) 知多市情報公開条例 

 (9) 知多市個人情報保護法施行条例 

 (10) その他の関係法令等  

   各施設の補修等にあたっては、「知多市移動等円滑化のために必要な特定公園施設

の設置に関する基準を定める条例」に従い施工すること。 
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Ⅲ つつじが丘公園 

１ 施設の概要 

つつじが丘公園 

所在地 知多市つつじが丘１丁目３番地 

面積 ２８，３５１㎡ 

公園種別 都市公園（近隣公園） 

主要施設 野球場      ８，２２８㎡ 

         軟式野球専用球場     

  指定管理者が管理する区域は、別添「つつじが丘公園業務仕様書（詳細）」による。 

２ 管理運営体制 

  本事業を円滑かつ適切に遂行することが可能な維持管理・運営体制を構築するため、

次に示す以上の人員配置とすること。 

 (1) 責任者関係（すべて正規職員とする。） 

ア つつじが丘公園責任者   

１人（知多運動公園責任者との兼務） 

イ つつじが丘公園副責任者  

１人（知多運動公園副責任者との兼務） 

 (2) 職員配置 

本仕様書に掲げる業務に支障のないように職員を配置し、管理運営に当たるものと

すること。 

 (3) 施設管理に必要な資格 

   防火管理者 甲種 

 (4) 施設管理に保持することが望ましい資格 

   公園管理運営士（（一社）日本公園緑地協会） 

   ※つつじが丘公園責任者またはつつじが丘公園副責任者いずれかが資格を保持する

ことが望ましい。 

３ 施設の管理運営 

(1) 有料公園施設（野球場）の休業日及び利用時間 
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 ア 休業日 

 なし 

イ 利用時間 

野球場   午前７時～午後７時（４月１日～９月３０日） 

      午前７時～午後５時（１０月１日～３月３１日） 

夜間照明設備はなし 

  ウ その他 

    特別の理由があると認めたときは、あらかじめ市の承認を得て、休業日及び利用

時間を変更することができる。また、有料公園施設以外の公園部分については、２

４時間利用可能とする。 

(2) 施設及び附属設備の維持管理に関する業務 

  指定管理者は施設及び設備の機能と環境を維持し、サービス提供が常に円滑に行わ

れるように努めるとともに、別添「つつじが丘公園業務仕様書（詳細）」に基づき、

施設及び付属設備の維持管理に必要な業務を実施しなければならない。 

(3) 施設の利用の許可に関する業務 

施設利用の許可を受けようとする者の申請を受け付け、利用許可書を交付するこ

と。また、予約に必要となる利用者登録手続きも行うこと。 

許可に際しては、利用目的が施設の目的に沿ったものであることを確認するととも

に、平等な利用を図らなければならない。 

また、営利事業に関する判断については、「知多市公の施設の使用に係る営利事業

判断基準について」に基づき、指定管理者が判断すること。 

(4) 利用料金に関する業務 

  利用料金の額は、「知多市都市公園条例」で規定する額の範囲内で、指定管理者が

市の承認を得て定めるものとする。また、利用料金は原則許可と同時に徴収する。 

(5) 生涯スポーツの推進に関する業務 

 ア 物品の貸出業務及び管理 

   スポーツ物品及び指定管理者が管理する物品の貸出業務及び管理を行うこと。 

 イ スポーツ教室、スポーツプログラム事業（自主事業） 

   野球などのスポーツ教室、各施設の設備、機能を最大限に発揮して、魅力あるス
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ポーツプログラム事業を提供すること。なお、教室参加費等は市と協議のうえ設定

することとする。 

(6) 利用者サービスに関する業務 

 ア 物品の販売及び飲食の提供事業（自主事業） 

指定管理者は、利用者の利便を図るため、公園内の適切な区画において、物販及

び飲食機能等の設置運営を行うことができる。内容及び位置等については事前に市

と協議を行い、承認を得ること。 

イ 利用促進・サービス向上事業（自主事業） 

指定管理者は、施設の利用促進、利便性向上及びにぎわいづくりを考慮した事業

を提案し、市の承認を得て積極的に実施すること。なお、事業実施前に市と協議す

ることとする。 

  ウ 事前打合せ及び利用方法等の説明 

    利用者から事前打合せ及び利用方法等の説明を求められた場合は応じること。 

  エ 利用者への対応 

    利用者本位の運営を行い、各種問合せへの対応、負傷者及び急病人の対応を含

め、親切丁寧な対応を心がけ、常にサービスの向上に努めること。 

    また、要望や苦情、トラブルについては、原則指定管理者の責任で迅速かつ適切

に処理するとともに、必要に応じて市に報告すること。 

オ 情報の提供 

市及び委員会の事業及び他の自治体、公共的団体又はスポーツ団体から依頼のあ

った事業のポスター及びチラシ等の施設内における掲示に協力すること。 

４ 法令等の遵守 

  公園の管理運営にあたっては、本仕様書のほか、次の関連法令等に基づき、適正な管

理を行わなければならない。 

 (1) 地方自治法及び同施行令 

 (2) 労働基準法 

 (3) 労働安全衛生法 

 (4) 都市公園法、同施行令及び同施行規則 

 (5) 知多市都市公園条例及び同施行規則 
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 (6) 知多市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

 (7) 知多市長の所管する公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する規則 

 (8) 知多市情報公開条例 

 (9) 知多市個人情報保護法施行条例 

 (10) その他の関係法令等  

   各施設の補修等にあたっては、「知多市移動等円滑化のために必要な特定公園施設

の設置に関する基準を定める条例」に従い施工すること。 
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Ⅳ 共通事項 

１ 経営管理 

(1) 事業計画書の作成業務 

  毎年度当初に事業計画書を作成し、市及び委員会に提出すること。なお、作成にあ

たっては、市及び委員会と調整を図ること。 

(2) 事業報告書の作成業務 

ア 毎月終了後、月次事業報告書を翌月の１０日までに提出すること。なお、月次事

業報告書に記載する内容は次のとおりとする。 

(ｱ) 施設の管理業務の実施の状況及び使用の状況（実施事業数、利用件数、利用者

数、利用率等） 

(ｲ) 利用料金の収入実績 

(ｳ) 施設の管理に係る経費の収支状況（損益計算書、費用明細等） 

(ｴ) 市又は委員会が必要と認める事項 

イ 年次事業報告書は、前年度の事業報告を年度終了後３０日以内に提出すること。 

ウ その他、市又は委員会が必要とする報告書を提出すること。 

(3) 事業評価業務 

利用者等の意見や要望を把握し、運営に反映させるため、次の内容を実施するこ

と。また、結果について市及び委員会に報告すること。なお、事業報告書で業務内容

を満たしていないと市又は委員会が判断した場合は、是正勧告を行い、改善が見られ

ない場合、指定を取り消すことがある。 

ア 利用者アンケート 

    施設利用者を対象に管理施設において提供するサービスの評価に関するアンケー

ト等を年に１回以上実施すること。なお、指定管理者は、アンケートの作成、集計

及び分析を行うこと。 

イ 施設の管理運営に対する自己評価 

    施設の管理運営に関して、適宜自己評価を行い、その結果を事業報告書（月次、

年次）にまとめて市及び委員会へ提出すること。 

ウ 施設の管理運営に対する監査 

    市及び委員会は、施設の管理運営状況を確認するため、必要に応じていつでも施
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設に立ち入り、書類等を閲覧することができる。また、施設の管理運営に対する監

査がある場合は、必要な対応を行うこと。 

 (4) 管理運営に係る資金 

   指定管理者が体育館及び公園の管理運営を行うために要する資金は、大規模な改修

（１件５０万円を超える修繕を含む）を除き、自らの指定管理期間中に収納する利用

料金収入、自らが企画運営して行う事業収入及び市からの指定管理料を充てるものと

する。 

   また、指定管理期間中に利用料金の還付請求を受けた場合は、指定管理者の責任に

おいて還付するものとする。 

   市が支払う指定管理料については、原則として、四半期ごとの最初の月に指定管理

者の請求に基づき支払うものとする。 

   ただし、指定管理者は、指定管理開始年度に、その年度の前年度中に指定管理開始

年度に係る許可をした件数に応じた利用料金相当額を市から受け取るものとする。ま

た、指定管理最終年度においては、その年度の次の年度に係る許可をした件数に応じ

た利用料金の額を指定管理者へ請求するものとする。 

 (5) 管理運営に係る支出 

   指定管理者が体育館及び公園の管理、事業運営を行うために必要な支出は管理運営

に係る資金により実施するものとする。 

   指定管理料のうち３，６７０，０００円は、修繕料相当額とし、年度末に精算し残

金が生じた場合は市へ返還するものとする。また、管理運営に際し、年度末に修繕料

を除く管理運営経費について市からの指定管理料で不要な額が生じた場合、指定管理

者からの申し出によりその額について市へ返還する事は妨げるものではないものとす

る。 

(6) 入出金口座の管理 

指定管理者は、自身の団体等とは別の体育館及び公園に関する会計帳簿、金融機関

の口座を設け、指定管理施設における施設管理、事業運営資金の入出管理を明確にす

ること。 

(7) 指定期間開始時及び終了時の引継業務 

指定管理者は、指定期間開始時に業務が遂行できるように指定期間前に施設の管理
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運営を視察することができる。また、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ

支障なく業務を遂行できるように引継ぎを行うこと。 

２ 危機管理及び対策 

 (1) 危機管理 

   自然災害、人為災害、事故及び自らが原因者・発生源になった場合等のあらゆる緊

急事態、非常事態、不測の事態には、施設管理者であることを自覚し、遅滞なく下記

を始めとする適切な措置を講じること。 

  ア 利用者に対する避難誘導及び関係機関への通報を行うこと。 

  イ 停電時等における施設の復旧を行うこと。 

ウ 大規模な自然災害時には参集状況、被害状況を市へ迅速に報告し、市からの指示

があった場合には速やかに対応すること。 

  エ その他利用者に対する対応に万全を期すること。 

オ 市が非常配備体制をとることが予想される場合及び非常配備体制時において、市

と連絡調整を図り、市の指示に従うこと。 

  なお、市は原則、暴風（暴風雪）警報、各特別警報又は各危険警報の発表により

閉鎖又は休館として整理される。ただし、暴風警報等が発表されていない場合で

も、市内の災害規模により、災害対策本部が公共施設の閉鎖又は休館の取扱いを決

定する場合もある。 

 (2) 予防対策 

ア 知多市地域防災計画の整合のとれた危機管理体制を築くとともに、対応マニュア

ルを作成し、災害時の対応について随時訓練を行うこと。 

イ 関係法令に定められた計画の作成及び訓練等を実施し、必要に応じて関係機関に

届出等を行うこと。 

ウ 開館時以外を含む事故又は事件の発生等の緊急時における体制を整備すること。 

エ 台風等の事前に予想のできる災害については、施設の被害が最小限となるように

対策を実施すること。 

３ 文書の管理 

  指定期間中の文書の管理については、年度毎、分野毎に分類し、汚損、紛失等がない

ように適切に管理すること。また、指定期間終了後は、市又は次期指定管理者に引き継
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ぐものとする。 

４ 個人情報の保護及び情報公開 

(1) 業務上知り得た個人情報については、知多市個人情報保護法施行条例（令和４年知

多市条例第２２号）に基づき、適正な取り扱いを行なうこと。また、業務上知り得た

秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用してはならない。なお、指定管理期

間の終了（指定の取消しを含む）後及び従事者が職務を退いた後においても同様とす

る。 

 (2) 市民が利用する公共施設の管理であることを認識し、知多市情報公開条例（平成１

２年知多市条例第４１号）に基づき、その管理運営についての透明性を高めるように

努めること。 

５ 環境配慮に対する取組み 

  地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）に基づく知多市庁

内環境保全率先実行計画による環境改善活動に取り組むとともに、環境負荷の低減対策

を実行するなど環境に配慮した施設管理を行うこと。 

６ 障がいのある人への合理的配慮 

  障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）に規定

する指針に基づき、不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供その他障害者に対す

る適切な対応を行うものとする。 

７ 施設予約業務 

 (1) 予約システム 

   あいち共同利用型施設予約システム（以下「予約システム」という。）を使用し、

予約管理業務を行うこと。予約システムのための端末は市のものを使用することがで

きるが、インターネット回線の使用に係る費用については指定管理者の負担とする。 

   なお、予約システムはオンラインによるキャッシュレス決済を導入するよう調整を

進めている。導入した場合の利用者がキャッシュレス決済をした際の手数料について

は、指定管理者が負担するものとする。また、キャッシュレス決済が導入された場合

のオンラインによる還付を行う際についても、指定管理者が手数料を負担するものと

する。 

 (2) 施設の年間利用調整 
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   一般の利用許可に先立ち市及び市が認めた団体が実施する事業の調整は、体育館及

び公園内の施設を含む市内全スポーツ施設分を市が実施する。ただし、調整後の予約

システムに対する仮予約入力作業は協力すること。 

   なお、指定管理者は自主事業等の実施のため、利用調整団体として希望を出すこと

ができる。 

 (3) 一般開放予定の公表 

   毎月当初に翌月の体育館及び公園陸上競技場の専用利用の予約状況を確認の上、一

般開放予定を公表すること。 

８ 賠償責任と保険の加入 

 (1) 賠償責任 

   指定管理者の責に帰すべき事由により、市又は第三者に損害を与えた場合には、 

指定管理者がその損害を賠償すること。 

(2) 保険の加入 

  募集要項及び仕様書に定める自らのリスクに対応して、適切な範囲で保険に加入す

ること。また、賠償責任保険として、次の補償額以上の保険に加入すること。 

 ア 身体賠償 １名につき１億円、１事故につき１０億円 

 イ 財物賠償 １事故につき２，０００万円 

９ 物品の管理及び帰属 

  指定管理者は、市及び委員会が貸与する備品の善良な管理を行うこと。 

  施設の管理運営に必要な消耗品等は指定管理料によって購入する。また、指定管理者

が指定管理料の中で購入した物品は、原則指定管理期間終了後に市及び委員会、又は次

期指定管理者に引き継ぐものとする。 

  なお、指定管理料の中で指定管理者の所有物品として購入する場合は、事前に市に協

議すること。 

10 業務の一括委託の禁止 

  指定管理者は、体育館、公園又はその両施設の管理運営業務の全てを第三者に委託す

ることはできない。ただし、清掃や設備の保守点検等の個別の具体的業務を市及び委員

会の承認のもと第三者に委託することは差し支えない。 

11 管理業務のリスク分担 
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リスクの種類 リスクの内容 市 指定管理者 協議 

物価変動 
収支計画に多大な影響を与えるもの 

  
○ 

それ以外のもの  
 

○ 
 

資金調達 
資金調達不能による管理運営の中断等 

 
○ 

 

金利上昇等による資金調達費用の増加 
 

○ 
 

法令等変更 管理運営に直接影響する法令等の変更 
  

○ 

税制変更 

消費税（地方消費税を含む）率等の変更 
  

○ 

法人税・法人住民税率等の変更 
 

○ 
 

事業所税率等の変更 
  

○ 

それ以外で管理運営に影響するもの 
  

○ 

許認可等 

市が取得すべき許認可等が取得・更新さ

れないことによるもの 
○ 

  

指定管理者が取得すべき許認可等が取

得・更新されないことによるもの 

 
○ 

 

管理運営内容 

の変更 

市の政策による期間中の変更 ○ 
  

指定管理者の発案による期間中の変更 
 

○ 
 

市議会議決 
指定の議決が得られないことによる管理

運営開始の延期 

 
○ 

 

需要変動 
大規模な外的要因による需要変動 

  
○ 

それ以外のもの 
 

○ 
 

管理運営の 

中断・中止 

市に帰責事由があるもの ○ 
  

指定管理者に帰責事由があるもの 
 

○ 
 

それ以外のもの 
  

○ 

施設等の損傷 
指定管理者に帰責事由があるもの 

 
○ 

 

指定管理者が設置した設備・備品 
 

○ 
 

施設等の改修 大規模改修工事等による施設の休館等   ○ 

利用者等への 

損害賠償 

市に帰責事由があるもの ○ 
  

指定管理者に帰責事由があるもの 
 

○ 
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※不可抗力：暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地滑り、落盤、火災、戦乱、内乱、テ

ロ、侵略、暴動、ストライキ及び伝染病・感染症等の流行など（前述の内容以外を起

因とする施設利用者数の増減は、不可抗力に含まない。） 

12 留意事項 

 (1) 公募によるネーミングライツ名称が命名されている場合がある。その場合は、事業

の開催通知、チラシ等では原則ネーミングライツ名称を使用すること。また、ネーミ

ングライツパートナーの負担により、施設の看板や案内図等の表示変更や修繕工事を

行うことがある。この場合、市は事前に指定管理者と協議を行うこととする。なお、

ネーミングライツ料は市の収入とする。知多運動公園陸上競技場の次期ネーミングラ

イツパートナーは、今年度中に募集予定である。募集については、本募集により指定

管理者候補団体として選定された団体も応募可能である。 

 ※参考：体育館 メディアス体育館ちた（令和５年１０月から令和１０年９月まで） 

     知多運動公園陸上競技場 Ｂフードサイエンス１９６９知多スタジアム（令和

元年１０月から令和９年３月まで） 

 (2) 公募による民間事業者の広告付きＡＥＤが設置される場合がある。 

 (3)陸上競技場は現在、日本陸上競技連盟公認の陸上競技場であるが、公認更新時には工

事のために施設利用が行えない期間がある。（指定管理期間中の公認予定期間：令和

９年４月１日から令和１４年３月３１日まで） 

(4) 今後、利用料金の増額改定が行われる可能性がある。指定管理期間中に料金改定が

行われた場合、指定管理料の減額を行うこと。 

市と指定管理者の両者、または被害者・

他の第三者等に帰責事由があるもの 

  
○ 

公募要項等 公募要項等の瑕疵・不備に基づくもの ○ 
  

不可抗力※ 
不可抗力による施設・設備の復旧費用 ○ 

  

不可抗力による管理運営の中断 
  

○ 

事業終了時 

の費用 

指定管理業務の期間が終了又は指定管理

期間途中において業務を廃止した場合に

おける事業者の撤収費用  

○ 
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(5) 市が実施又は要請する事業等への参加、支援、協力、実施について、近隣施設との

相互協力を含め、積極的かつ主体的に行うこと。 

13 その他 

 (1) 事業の継続が困難となった場合の措置 

  ア 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

    指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、市

は指定の取消し又はある一定の期間を設けて業務の全部若しくは一部を停止するこ

とができるものとする。その場合は、市に生じた損害は指定管理者が賠償するもの

とする。なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、業務を遂行できるよう、引継

ぎを行うものとする。 

  イ 指定管理者の責めに帰すことのできない事由による場合 

    不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、業

務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとする。 

    一定期間内に協議が整わないときには、それぞれ、事前に書面で通知することに

より協定を解除できるものとする。なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、業

務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとする。 

 (2) 協定書の疑義 

   協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合は、市

と指定管理者は、誠意を持って協議するものとする。 

14 参考事項 

 (1) 市が連携している団体等 

  ア 市は、知多市フットボールセンター（現名称：愛知県フットボールセンター知

多）の整備等並びにスポーツを通じた地域の活性化及び交流の促進に関して公益財

団法人愛知県サッカー協会と知多市フットボールセンター整備等に関する基本協定

を締結している。 

  イ 市は、スポーツを通じた地域の活性化及び交流の促進等に関して名古屋オーシャ

ンズ株式会社との連携・協力に関する包括協定を締結している。 

  ウ 市は、大同特殊鋼知多レッドスターに対して試合会場の確保、広報活動の推進及

び地域との交流に関して大同特殊鋼知多レッドスターとの連携・協力に関する包括
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協定を締結している。 

(2) 事業の予定 

体育館及び都市公園施設で予定されている代表的な事業は、次のとおり。 

  ア 知多市民体育館 

   (ｱ) 知多市産業まつり 

毎年１０月第４土曜日及び日曜日（準備期間あり） 

   (ｲ) 大同特殊鋼知多レッドスターホームゲーム 

     毎年１１月から３月までの土曜日及び日曜日のうち２週から４週 

   (ｳ) 名古屋オーシャンズ非公式戦 

     毎年５月頃の土曜日、日曜日又は休日 

イ 知多運動公園 

   (ｱ) 知多市産業まつり（レクスポ広場等の会場） 

毎年１０月第４土曜日及び日曜日（準備期間あり）  


